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• 空間の階層性（集落レベルから都道府県レベルまで）
• 物質の循環から経済まで
• 都市と農山漁村地域の交流と支え合い
• 地域資源を再認識し、活用→マルチベネフィット

はじめに
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研究開発目的

• 重層性←空間（スケール）と機能
• 重層的な地域循環共生圏が地域のレジリエンスを高める
• 社会資本関係から検証（特に復興プロセスに着目して）
• 自然資本から検証（経済活動と、特にバイオマスに着目）

• 全体目標—阿蘇地域を対象に自然資本に基づく経済活動、コミュニティの社会
資本関係、バイオマスに着目した物質循環の三つの視点から、地域循環共生圏
の圏域を明らかにし、地域のレジリエンスを高める地域循環共生圏の重層性を
解明する

• サブテーマ1—阿蘇地域の自然資本に基づく経済活動に着目し、地域循環共生
圏の圏域の重層性を明らかにする。当該地域におけるこれまでの土地利用の変
遷と将来人口推計を基に、将来の自然資本の分布を予測し、変化に耐えうる圏
域を明らかにする

• サブテーマ2—草原などの自然資源を守り、自然災害も乗り越える持続性を持
った自立分散型の地域循環共生社会を阿蘇で実現するために、社会関係資本に
基づく集落ベースのローカルガバナンスや危難からの創造的復興に関する研究
知見を集め、そのメカニズムの解明と、地域循環共生圏構想に資する社会関係
資本強化の政策介入法を考案する

• サブテーマ3—木質バイオマス利用からみた地域循環共生圏の具体像として、
森林資源利用ゾーニングを示し、その時の利用可能量や創出される付加価値を
示し、圏域の重層性や空間単位を提示する

研究目標
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研究開発内容：サブテーマ１

１）地域循環共生圏の階層的な圏域単位を分析する手法の提案
２）地域循環共生圏の重層性構築が災害時に果たす機能の分析
３）土地利用の将来予測と将来人口推計に基づく阿蘇地域のレジリエンス

と持続可能性の評価

土地利用予測と将来人口推計に基づくシ
ナリオ分析を実施し、圏域のレジリエン

スを高める方策を提示

地域循環共生圏の
階層的な圏域単位を解明
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研究開発内容：サブテーマ２

１）社会関係資本の調査分析と新たなコモンズ保全モデル
２）集落単位の内発的な資源管理システムによる地域循環共生圏
３）コミュニティのレジリエンスの要素分析と創造的復興におけるガバナ

ンス

集落のエンパワーメント政策を提言
集落単位の内発的な資源管理システ

ムの有効性を確認

Natural geographical features 

道路 : infrastructure

community

信頼: social capital

駆け付け可能 : social network

landscape

member

①活動のためのローカルルール

②仕組み運営のためのローカルルール

①

②

道路清掃

道路品評会

道路＝公共財

コモンズ≒⽂化的景観（ 資産としての景域）

コモンズ，という時は，管理できる資産（①の対象）がある前提

熊本地震復興研究から地域集落の
レジリエンスを高める方策を提言
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研究開発内容：サブテーマ３

１）地域住民を中心とした地産地消型再エネ利用モデルの提示
２）木質バイオマスの利用が防災力向上や多面的な付加価値を誘発する

里地・里山モデルの提示
３）木質バイオマス利用からみた地域循環共生圏の圏域単位の解明

未利用材調達を地域住民の
「雇用」「地域防災力向上」に
“価値転換”する仕組みを提示

• 木質バイオマス関係主体へのヒアリングを実施
• 阿蘇地域における木質バイオマス原料供給体形成の

ためのレバレッジポイントを特定

木質バイオマスの燃料形態別に
地域循環共生圏の圏域単位を解明

• 阿蘇地域における木質バイオマスの流通フローを近
隣都市圏も含め調査

地域循環共生圏の階層的な圏域単位
サブ１

阿蘇地域を水源とする６河川と人口
サブ１

上流域
211,100人

中下流域
1,800,000人

福岡都市圏
2,328,000人

白川

菊池川

緑川

筑後川

福岡導水

大野川

五ヶ瀬川

阿蘇地域と他地域の人的交流
サブ１

35%
福岡県

15%
熊本県

宿泊客数

50%
熊本県

35%
福岡県

日帰り客数

野焼き支援ボランティアも類似した結果。
熊本県や福岡県が阿蘇地域の経済や人的交流を支える重要な地域

係数 p値
切片 -1.4***
家族関係 (ref: いいえ) はい 0.81***

都市圏 (ref: 北九州) 福岡 0.22

熊本 0.59**
来訪経験 (ref: 1-4 回) 5-19回 1.28***

≧20 回 1.78***
≧1 年以上の居住 1.72***

性別 (ref: 男性) 女性

年齢層 30代 -0.3

40代 -0.5*
50代 -0.5*

60代 0.17

来訪経験と地域愛着の醸成
サブ１

地域愛着の程度の差による支払意思額の比較。

災
害
復
興
支
援
に
対
す
る
支
払
意
思
額
（
円
）

地域愛着：低 地域愛着：高

Mann–Whitney U test

p < 0.001 ***

草原や水資源の保全についても同様の結果
***, **, *はそれぞれ有意水準0.01%, 1%, 5%.

太字：有意に正の関係が認められた変数。

地域愛着を目的変数とした重回帰分析の推定結果。

熊本県や福岡県の都市住民にWebアンケート調査

来訪経験や地域との繋がりなど、他地域との交流を様々な形で確保して
いくことが、非常時や地域循環共生圏を支える自然資本が弱体化した際
に力になる

※図中の数字は農家数

直売所での流通： 宿泊施設での流通（N=15）：
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①食事を提供する際、阿蘇郡市の食材が占める割合：

②今後の阿蘇郡市や熊本県産の食材利用について：

阿蘇地域レベルでの食料循環
サブ１

直売所や宿泊施設への調査
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上流域では人口半減

福岡都市圏では
人口増加

2050年の人口推計と増減 サブ１ 2050年の土地利用の将来予測 サブ１

1979年

29%*

2003年

21%*
2050年

9%*

* 阿蘇7市町村における草原面積の割合

• 過去の傾向がそのまま推移した場合の予測。草原は56%減少
• 平らな地形でまとまりのある草原は草原として維持される
• 傾斜が険しく小規模な草原は森林に置き換わる

４つの未来を設定

シナリオ１ シナリオ２ シナリオ３ シナリオ４

設定
過去の傾向が
そのまま推移

「重要な草原」を
維持する管理組織
を優先的に支援

草原を維持する
すべての

管理組織を支援

草原を減らさない
増やす

支援対象の
組織数

0 75 151
151

個人所有者等

支援内容 なし
恒久防火帯の整備
出役者の確保

恒久防火帯の整備
出役者の確保

恒久防火帯の整備
小規模樹林地の伐採

保安林の解除
保安林の林相転換
出役者の確保
野焼き再開等

草原面積
の変化率

56%減少 35%減少 24%減少 減少ゼロ～増加

望ましくない未来 望ましい未来

サブ１

どれくらいの支援・対策が必要なのか

現状を踏まえた現実的なシナリオ サブ１

シナリオ２
重要な草原を維持する管理組織を
優先的に支援

シナリオ３
草原を維持するすべての管理組織
を支援

支援対象組織75 支援対象組織151

2003年草原面積の

65%を維持。

「重要な草原」の選定基準：
• 一斉野焼きの実施
• 野草地の面積
• 希少な草原性植物の種数

2003年草原面積の

76%を維持。

集落をエンパワーメントする社会関係資本を生かした
政策介入

サブ2

西原村布田地区

西原村大切畑地区

南阿蘇村一関地区

南阿蘇村両併地区

熊本市南区

熊本市東区

大都市近郊農村 典型的農村 大都市

大きな社会
関係資本

小さな社会
関係資本

都市化の傾向、
世代役割分担

南阿蘇村一関 西原村布田

大きな社会関係資本 都市化の傾向、世代役割
分担

集落コミュニティの重層性とその連携から生まれる
社会関係資本のモデル

サブ2
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自治とローカルルール形成力、そして文化的景観と
の関わり

サブ2

Natural geographical features 

道路 : infrastructure

community

信頼: social capital

駆け付け可能 : social network

landscape

member

①活動のためのローカルルール

②仕組み運営のためのローカルルール

①

②

道路清掃

道路品評会

道路＝公共財

コモンズ≒⽂化的景観（ 資産としての景域）

コモンズ，という時は，管理できる資産（①の対象）がある前提

• 地域風土に根差した景観管理システムやローカルルールには集落ごとに違いがあ
る。それらの差異を生み出す要素から、コモンズとしての文化的景観保全や、自
治を基盤とした地域文化の再構築のあり方について考察した

• 集落のレジリエンスを不断に育てているのが、土地や水に奉仕する(Stewardship)

などの住民による単純な共同作業であり、持続可能なコモンズ運営にはそのよう
な社会関係資本を育む場が必要である

コミュニティのレジリエンスと創造的復興における
集落ガバナンス

サブ2

• 地域の活動に参加するだけではなく、昔ながらの慣習の中に自分が組み込まれた
ことで地域への帰属意識が芽生えた

• 災害などの緊急対応に期待できる集落でのつながりは、平時に構築される
• 地区（集団）のレジリエンスに関わる地区行事は、婦人会など女性の参画が鍵

組織他 内容

集落組織 自治会（4班：本村、迎、大坪・田の口、新道）、婦人部、老人会、子供会

葬式組 2組：「上」・・・本村、迎、「下」・・・大坪・田の口、新道

地蔵の管理 上の地蔵：昔からの家のみ、下の地蔵：震災を契機に組を再編（新規参入者）

寄合回数（年間） 自治会（総会1回、あとは随時）、婦人部：2回、老人会：毎月10日

区費（年間） 区費なし。消防団費2000円／年。収益の大半は、ゴルフ場に貸している入会地。

区役供出金 原野関係のみ（出不足金 1回3,000円）

入会地の管理
穴ケ迫（3地区で共有、ゴルフ場が使用）、城成（6地区で共有、5地区で管理中）
全世帯に原野の権利あり。草刈りと管理のみ。有畜農家が１軒あるが放牧なし。

小国郷における木質バイオマスからみた地域循環共生圏

サブ３

小国町

南小国町

木魂館
博士の湯

森林所有者薪

河津製材所

大仁産業

温泉館きよら

公立病院
老健施設

森林組合

森林組合

木の駅 原木

原木

80ｔ/年

500ｔ/

年

100 ｔ/年

100 ｔ/年
うち50ｔ
が小国郷

400ｔ/年

チップ約1000トンが流通

間伐ゾーンの
生長量の約4%

温泉館きよら

40ｔ/年

【透水性】

木質バイオマスの利用を想定した

間伐の促進が土壌の透水性・保水性にもたらす効果
透
水
性
高

大型孔隙 多

• 稜線部は著しく透水性が低
く、表面流が発生しやすい

稜線部

• 過密林分になると透水性が低下す
る可能性がある

サブ３

【保水性】

• 透水性と保水性はリンクしていない

保水性 高

透
水
性
高

稜線部

• 間伐を実施すると保水性が向上する

保
水
性
高

サブ３
草原から森林への土地利用転換の実態

針葉樹への“積極”転換
＝森林化の一大要因となっている可能性
➡実情に即した草原維持対策の検討が必要

根子岳東部山麓の牧野

集落の判断により，スギの植栽が選択された

管理放棄草原➡森林化の経路 現在の保安林は，従来どのような
土地区分だったか？

過去の植生区分と現在の保安林区域を
重ね合わせ（高森町で解析）

➡保安林区域のかつての植生区分は，スギ・

ヒノキ植林に次いで，ネザサ―ススキ群落が面積
ベースで多い

サブ３
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未利用材調達を林業事業体の「負担」ではなく，

「地域住民の雇用」「地域防災力向上」に“価値転換”する仕組み

阿蘇の林業担い手
対策協議会（2016）

県・市町村担当課

森林組合

NPO法人

林業
事業体

移住希望者

移住者

防災・水源涵養機能
（レジリエンス）林業-住民ネットワーク

間伐遅れ林分の抽出

多面的機能交付金

（バイオマス原料集積拠点としての）

木の駅プロジェクト

都市圏
薪需要

小さな避難所
薪の備蓄

雇用・事業創出
原料安定供給で事業
進出インセンティブ

地域課題統合的解決型

未利用材
調達システム

マッチング，安全講習

調達/収入
間伐推進

①

②

④

③

サブ３

• 地域循環共生圏の重層性に着目した評価の枠組

• 将来の土地利用の予測に基づくバックキャスティ
ングとそれを活用した政策目標の提示

• コミュニティをエンパワーメントし、社会資本関
係資本を向上させることにより地域のレジリエン
スを高める新しいタイプの公共政策を提案

• 木質バイオマス利用による森林管理の推進が防災
力や水源涵養力といった多面的機能向上に貢献し、
薪等の非常用エネルギーを備蓄することが災害時
のレジリエンスを高めることを明示

環境政策等への貢献
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研究成果の発表状況

査読付き論文（国際誌２件） 10件

査読付き論文に準ずる成果発表 8件

その他誌上発表（査読なし） 26件

口頭発表（学会等） 35件

「国民との科学・技術対話」の実施 15件

マスコミ等への公表・報道等 6件

本研究に関連する受賞 0件
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